
　１．はじめに

　交通渋滞の解消や交通に起因する環境問題の改善

を進めるためには、これまでの交通施設整備中心の

施策に代わって、トリップ数やトリップ長の削減を

行い、トリップの需要そのものを減少させる交通需

要マネジメント（以下、ＴＤＭ）戦略が都市交通管理

の中で重要とされ、さまざまなＴＤＭ施策が提案、

検討されている。しかし、これらの多くは個別的な

施策であり、相互に連携させて検討されているもの

は少ない。特に、都心部と郊外部の双方での施策を

連携させた総合的なＴＤＭ施策については、ほとん

ど検討されてこなかった。

　このような中で、都心部に向かう道路の混雑をさ

けるため郊外の駅付近に車を駐車し、鉄道で都心に

移動するパーク・アンド・ライド（以下、Ｐ＆Ｒ）シス

テムは、都心部と郊外部の双方を考慮に入れた施策

であり、欧米各都市で導入が図られ、わが国でも社

会実験が実施されるようになってきている。しかし、

欧米のＰ＆Ｒシステムが駐車場の無料提供を前提に

導入されているのに対して、相当郊外の駅まで市街

化が進み駐車場の確保が難しいわが国では、有料駐

車場が前提となるため、たとえ低料金であっても乗

換えによる車利用の経済的なメリットは少なく、こ
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　都心部における交通渋滞や環境問題へ対応するためにパーク・アンド・ライド（Ｐ＆Ｒ）

システムは、欧米各都市で導入が図られ、わが国でも社会実験等で実施されるようになっ

てきている。しかし、Ｐ＆Ｒは都心での自動車利用が大変不便な状況において、初めて利

便性が認められるシステムであり、その成立条件はきわめて制約が多い。そこで、本研究

では都心まで車で移動しているドライバーのうち、Ｐ＆Ｒにより所要時間や費用が軽減す

る地区を探し出した後、都心部へ流入する車両を郊外部で受け止めるための空間確保の方

策を検討した。
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れまでＰ＆Ｒシステムの利用が進まなかった。しか

し、近年、ドライバーの環境保護への意識も高まっ

ていることや、ＩＴ技術の発展により高度な情報提

供が可能になったことに加えて、ＴＤＭの一施策で

あるロードプライシングの導入なども実施される可

能性が出てきたことなど、大きく環境が変わってき

たため、情報提供などを工夫し利便性を高めれば利

用が促進される可能性が出てきたと考えられる。

　そこで本論文では、都心部の路外駐車場利用者の

利用実態とＰ＆Ｒ転換への意向調査から、Ｐ＆Ｒ利用

転換の条件を整理し、Ｐ＆Ｒ利用者ための受け皿と

しての駐車スペース創出の可能性を検討したもので

ある。

　２．わが国におけるＰ＆Ｒの課題

　アメリカでは１９７０年代のオイルショック時に環境

問題やエネルギー問題に対応するためにＴＳＭ（Ｔｒａｎｓ-

ｐｏｒｔａｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）政策を展開した。

その政策の中で、Ｐ＆Ｒは自動車の利便性と公共交

通の大量性や経済性を組み合わせたシステムとして

欧米で広がっていった１）。その後、都心へ向かう

幹線道路に対して、並行する公共交通機関の駅に複

数のＰ＆Ｒ施設を整備し、情報提供を行うことでＰ＆

Ｒを促進させようとするダイナミックＰ＆Ｒシステム

がドイツのシュツットガルトやミュンヘン都市圏で

試みられている２）。

　わが国においても、社会実験を含めてさまざまな

形でＰ＆Ｒ施策が実施され、その効果に関する研究

も行われている。例えば、加藤ら３）は、広島におけ

るＰ＆Ｒの社会実験を通して、利用者モニター調査

を行い、Ｐ＆Ｒのサービス水準の見込値と経験値の

比較から社会実験の効果を検討している。また溝上

ら４）は、熊本都市圏のＰ＆Ｒ試行実験を事例にロジ

ットモデルによるＰ＆Ｒ施策導入評価の手法を試み

ている。森川ら５）は、立川市での商店街を中心とし

た社会実験において利用者意識と非利用者意識の分

析から中心市街地の交通対策としての効果の検討を

行っている。この他にも尾座元ら６）による観光行動

を考慮した鎌倉におけるＰ＆Ｒ実験の報告も行われ

ている。さらに、ダイナミックＰ＆Ｒシステムのわ

が国への導入可能性に関する研究も中村ら７）による

金沢での調査や中村ら８）による名古屋都市圏におけ

るＳＰデータを用いた検討などが行われてきている。

　これらの調査や研究によって、わが国におけるＰ

＆Ｒシステム導入のための課題は指摘されているが、

原田ら９）はマーケティングの視点からこれらを整理

し、Ｐ＆Ｒを導入するに当っての確認手順として以

下のように示している。

�駅で自動車から鉄道に乗換えても、時間の短縮等

の利用者メリットがない。

�利用者メリットはあるが鉄道駅やバス停付近に駐

車場がない。

�利用者メリットはあり、鉄道駅やバス停付近に駐

車場はあるが、Ｐ＆Ｒに利用するには高額である。

�利用者メリットはあり、鉄道駅やバス停付近に駐

車場はあるがスペースが少なく満車である。

　この他にも、Ｐ＆Ｒ利用者が行動を起こす動機と

して「時間の短縮」や「費用の軽減」が必要である

とされている。

　元来、Ｐ＆Ｒを含めたＴＤＭ施策は便宜性を阻害す

る手法であるため、経済的メリットあるいは同質の

代替性が具備されなければ積極的な協力を得ること

は困難である。そのため、どのようなＰ＆Ｒシステ

ムを構築すれば利用者にとってその不便さを解消す

ることができるかが重要となる。そこで所要時間お

よび移動コストからみて、どのような地区に存在す

るドライバーを対象にＰ＆Ｒシステムを構築してい

けばよいかが重要な課題になる。さらに、国土の狭

いわが国においてＰ＆Ｒ用の駐車スペースをどのよ

うに確保していくかという課題も大きい。

　本研究では都心まで車で乗入れを行っているドラ

イバーのうち、Ｐ＆Ｒを行った方が所要時間や費用

が軽減する地区を実際に探し出した後に、都心部へ

移動する車両を郊外部で受け止めるための空間確保

の方策を検討した。そのために、都心部駐車場利用

者の実態調査およびアンケート調査を実施し、実際

にＰ＆Ｒシステムを展開する場合に、必要となる駐

車場のための空間確保の方策として、月極駐車場の

利用法の提案を行った。

　３．都心部駐車場利用者のＰ＆Ｒ利用への

　　　転換可能性に関する調査

　３－１　調査の概要

　直接都心に乗り入れているドライバーがＰ＆Ｒに

対してどのような意識を持っているかを把握するた

めに、新宿地区における駐車場利用者を対象にアン

ケート調査を行った。Table 1は、調査概要を示し

たものである。サンプル数は、平日（金）が３４９票、

休日（日）が８６０票、合計で１，２０９票であった。回収率

は、それぞれ５５．６％、８１．９％であった。
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　３－２　駐車場利用者特性

　Fig.1は、調査対象駐車場における利用者特性を

示したものである。年齢は２０代と３０代の利用者が最

も多いが年齢層は比較的広い範囲の人々が利用して

いる。出発地については、東京都２３区内から訪れて

いる人が最も多いが、その他の地区から訪れている

人も３７．４％を占めている。目的別では、買い物が

５９．４％と最も多くなっており、さらに休日だけでみ

てみるとその割合は、７割以上を占めている。一方、

平日では業務目的の利用が半数以上を占めており、

休日は買い物目的、平日は業務目的の利用が多く、

平日と休日それぞれの特徴をもった駐車場である。

　３－３　Ｐ＆Ｒのための理想短縮時間

　Fig.2は、何分短縮することができれば乗換えを

考えるかについての回答をまとめたものである。最

も多い回答は、乗り換えないの２６％であったが、乗

換えをしてもよいと回答したドライバーの中では、

短縮時間が２０～３０分で２３％と最も多く、次いで１０～

２０分の１４％が多くなっている。

　ここで、乗換えによる短縮時間が３０分未満でも乗

り換えてもよいと回答した１～３０分の回答者の合計

では、全体の４５％を占めることになり、最低でも３０

分程度の時間の短縮が可能であれば約半数近いドラ

イバーが乗り換えてもよいと回答していることとな

る。一方で、１時間以上の時間短縮ができないと乗

り換えないと回答した条件の厳しいドライバーも

１０％存在した。

　また、乗換えの理想短縮時間をトリップの目的別

に分析したが、通勤通学目的のドライバーが１時間

以上の短縮時間が必要とした条件の厳しい回答の割

合が大きかったが、その他は、業務や買い物といっ

た目的別の差はみられなかった。さらに、平日休日

別でも、短縮時間の回答割合に大きな差はあらわれ

なかった。

　４．Ｐ＆Ｒ利用転換のための要件

　４－１　旅行時間からみたＰ＆Ｒへの転換可能性

　現在、都心部まで自動車を用いて乗り入れている

ドライバーをＰ＆Ｒによって他の交通機関に転換さ

せるためには、ドライバーにとって相応のメリット

が必要である。本研究では、実際に都心部まで車で

乗り入れているドライバーが公共交通機関に乗り換

えた場合の短縮時間を割り出し、これらのドライバ

ーが今回のアンケート調査の際に得ることのできた

理想の短縮時間を直接的に比較することで、転換の
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Table 1　調査概要

平成１１年１１月２６日（金）
平成１１年１１月２８日（日）調査日時

１０：００　－　２１：００配布・回収時間

新宿の駐車場調査場所

駐車場における調査票の配布・回収調査方法

出発地、旅行時間、目的、自動車利用目的、
利用している情報媒体、Ｐ＆Ｒに対する意識調査内容

１，２０９（計）８６０（日）３４９（金）サンプル数

７２．１％（計）８１．９％（日）５５．６％（金）回収率

0 20 40 60 80 100%

N=1209

10代 0.7％ 

通勤通学 1.6％ 

毎日 2.3％ 
週3回 4.6％ 

20代 32.0％ 

月1,2回 41.2％ 

30分内 
29.9％ 

東京23区内 62.6％ 

30代 34.7％ 

60分内 40.5％ 

飲食 
5.9％ 

買物 59.4％ 

その他県 
25.0％ 

23区外 
12.4％ 

40代 
17.3％ 

それ以下 
22.7％ 

業務 
17.9％ 

週1,2回 
16.7％ 

90分内 
14.8％ 

50代 
9.2％ 

初めて 
12.5％ 

120　 
分内 
7.1％ 

120分上 2.5％ 

年齢 

出発地 

旅行時間 

目的 

利用頻度 

60代～ 6.1％ 

レクリエーション 9.2％ 
その他 6.0％ 

Fig. 1　駐車場利用者特性

1～10分 
8％ 

10～20分 
14％ 

20～30分 
23％ 

30～40分 
5％ 

40～50分 
5％ 

50分～1時間 
9％ 

1時間以上 
10％ 

乗り換えない 
26％ 

N=1209

Fig. 2　乗換えの理想短縮時間



可能性があるドライバーの割合を算出した。この転

換の可能性があるドライバーの割合は次式より導き

出した。ここでの転換可能率とは、都心部駐車場に

乗り入れているドライバーのうち、所要時間からみ

て公共交通機関に転換する可能性があるドライバー

の割合を示している。

…………………………�

　 

　���＝（��－��）＞��　　　…………………………�

　�　：転換可能率

　���：転換が可能なドライバー

　����：ドライバー�の費用

　����：公共交通に乗り換えた場合の費用

　���：ドライバー�の乗換え効用

　ここで、転換可能率は、�式において��をドライ

バー�の旅行時間、��を公共交通に乗り換えた場合

の旅行時間、��をアンケート結果から得たドライバ

ー�の理想短縮時間として算出した。そして、本調

査より得られた新宿までの旅行時間と鉄道の所要時

間から短縮時間と転換可能率を算出した。

　Fig.3は、都心部駐車場までの旅行時間と前述し

た式�より算出した転換可能率の関係を示したもの

であり、平均転換可能率は０．３０であった。この結果

から、時間短縮の観点から考えると３割のドライバ

ーが公共交通機関へ転換する可能性があると考えら

れる。また、図から旅行時間が２時間以内の場合に

は、旅行時間が長くなるほど転換可能率は高くなる

傾向がみられた。

　また、Fig.4は２３区毎の転換可能率と新宿を目的

地とした乗換えを想定した場合の旅行時間の短縮可

能時間を示したものである。これをみてもわかると

P=
ΣD［（Ti－Si）＞Ui］ 

ΣD［Ti］ 

おり、品川区、荒川区、北区、足立区といった東京

都と隣接する県と接した都県境に存在する区からの

ドライバーは、乗換えへの転換可能率が高く、旅行

時間の短縮も見込まれるといえる。すなわち、この

ような地区において公共交通機関へ乗り換えるため

の何らかの施策を行うことで、その転換の可能性が

高まる可能性があるといえる。

　４－２　料金からみたＰ＆Ｒへの転換可能性

　料金からみたＰ＆Ｒへの転換可能性を検討するた

めに、都心部まで自動車によって移動してくるドラ

イバーをＰ＆Ｒへ転換させた場合の料金の比較を行

ったものである。それぞれの移動に要した費用は、

次のように算出した。

　���＝��＋（��　＊�（��＋��））��………………………�

　��＝��＋��＋（��　＊���）　………………………�

　���：電車に乗り換えた場合の料金

　����：自動車での料金

　���：乗換え後の公共交通料金

　��：通行料（高速道路料金等）

　��：ガソリン代

　��：Ｐ＆Ｒ用の郊外駐車場料金（円／時）

　��：都心部駐車場の料金（円／時）

　���：乗換え後の移動時間

　��：目的地での滞在時間

　Fig.5は、自動車で直接、都心部へ乗り入れた場

合の料金と大人１人から３人で最寄駅においてＰ＆

Ｒを行い公共交通機関に乗り換えた場合の料金の変

化を出発地からの距離別にプロットし、比較を行っ

たものである。この図をみてもわかるとおり、公共

交通機関に乗り換えた場合には、大人１人で移動し

た場合にわずかに料金が安くなる距離帯が存在する

以外は、２人以上で移動する場合は、公共交通機関
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に乗り換えて移動するよりも自動車で

都心部まで乗り入れた方が料金的には

安価であることが判明した。これは、

わが国における公共交通機関の料金が

諸外国よりも比較的に高額であること

と、郊外部における時間貸し駐車場の

料金の影響が生じているためと考えら

れる。

　そこで、Fig.6において公共交通機

関に乗り換える際の郊外部の駐車場料

金を無料として計算した場合の料金比

較を行った。ここでのデータは、都心

部駐車場利用者の平均乗車人数が２．３

人であったことから大人２名が公共交

通機関に乗り換えた場合で算出してあ

る。これをみると出発地から目的地ま

でが約１５～６５ｋｍに位置している距離

帯においては、公共交通機関に乗り換

えた方が安くなることが判明した。

　このように、郊外部における時間貸

し駐車場の料金を考慮すると乗り換え

た場合の費用が自動車で移動した場合

よりも高くなることから、Ｐ＆Ｒを促

進させるためには、欧米のようにＰ＆

Ｒ利用者が駐車料金の負担がなくなる

ような工夫が必要である。または、保

有や利用のレベルで課金したり、車の

抑制地区を設けるなどして自家用車交

通に負荷をかけるなど自家用車の利用

が料金上・時間上コスト高になるよう

な仕組みが必要である。そして、課金等で得た収入

は公共交通サービス向上のための費用として用いる

などＰ＆Ｒ利用者の総移動コストを有利に導くシス

テムを構築する必要があろう。

　４－３　Ｐ＆Ｒの可能性の高い地区

　これまでの解析により、少なくとも６０分以上の旅

行時間を要しているドライバーは、旅行時間の解析

では、平均よりも高い転換可能率を示し、コスト面

からでの解析では、都心部から１５ｋｍ以上距離ある

場合でないと乗り換えた場合の費用は自動車で移動

した場合より安くならないことが判明した。さらに

Fig.2に示してある調査結果より、理想短縮時間が

３０分以内でもＰ＆Ｒを考えてよいと回答した人が

４５％いたことから、３０～４０分短縮が可能な区につい

ても転換の可能性が高いことが判明した。
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　また、Fig.7に示してある自動車を利用する理由

をみると、「荷物があるから」という回答者が２６％

と最も多かった。しかし、次に割合の大きかった

「自動車の方が早く着くから」と答えたドライバー

についてそれぞれ出発地からの旅行時間と電車での

所要時間を比較すると、公共交通に乗り換えた方が

早く着く人が７割を占めていた。つまり、公共交通

に乗り換えれば目的地に早く着くという現状を把握

しておらず、「乗り換えれば何分早く着く」といっ

た「時間」に関する便益を提供することが、Ｐ＆Ｒの

ような複数の交通機関を組み合わせた複合的な交通

体系の構築には必要である。

　いいかえると、モータリゼーションの成熟期に入

り、車中心の生活をしている人にとっては、他の交

通モードの情報の入手に対して無関心であるか、入

手が困難であることを示している。このことは、都

心部への車の流入を抑制しようとする諸施策を取り

込む場合には、大きな障害となる。こ

こでのデータはこのことを示唆してい

るといえる。

　５．Ｐ＆Ｒのための空間確保のための

　　　提案

　５－１　調査対象

　これまで述べてきたような地区での

Ｐ＆Ｒシステムを考えた場合、次に問

題になってくるのがいかに乗換えの可

能性が高い場所において駐車スペース

を確保するかということである。そこ

で、本研究では郊外駅周辺部に存在す

る月極駐車場の空きスペースに着目し

て調査を行った。調査対象路線は、東

京都心部へ移動する利用者が多いと考

えられるＪＲ総武線の新小岩駅から西

千葉までの郊外１４駅周辺の月極駐車場

であり、各駅を中心とし、半径５００ｍ

以内で収容台数１０台以上の月極駐車場

を対象に、①総駐車場数、②総収容台

数、③総空き台数、を平日・休日別に

調査した。なお、調査対象路線はFig.8

に示したとおりで、１日の乗降客数が

ＪＲ線だけで約４３５万人と最も多い新宿

駅を拠点とし、鉄道利用効果の高い１５

ｋｍ以遠を郊外部と位置付けた。

　その結果、Table 2に示したとおり、

ＪＲ総武線１４駅周辺では、合計７４５箇所２１，７６２台の駐

車スペースが存在し、平均空き台数は平日で１０，５７６

台、休日で９，３８４台であった。平均空きスペース率

にすると平日で４８．６％、休日で４３．１％である。一方、

私鉄の代表格として、京王線を取り上げ、同様な調

査を行った。
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Table  2　既存月極駐車場の利用実態（総武線）

空き駐車スペース率（％）空き駐車スペース（台）駐車可能
台数（台）

駐車場数
（箇所）駅名

休日平日休日平日

４６．０４２．９６３４５９１１，３７７５５新小岩
４４．０４５．３４００４１２９１０４３小岩
４６．８４９．３７４８７８７１，５９７５４市川
４７．１４８．３６５６６７３１，３９２５５本八幡
５５．４５８．０５６１５８８１，０１３３６下総中山
２９．８４２．２１，１７８１，６６７３，９５０８８西船橋
４２．１５０．９５３０６４１１，２５９５７船橋
６５．４４９．０１，５７２１，１７７２，４０４８５東船橋
４１．６５３．６４２６５４９１，０２５３０津田沼
３６．８４４．４８４９１，０２５２，３１０７８幕張本郷
４０．０５１．２４６９６００１，１７３２８幕張
３８．７５８．２４９８７４９１，２８８５０新検見川
４３．６５９．４５００６８２１，１４８４９稲毛
３９．６４７．５３６３４３５９１６３７西千葉

４３．１４８．６９，３８４１０，５７６２１，７６２７４５全体

千葉県 
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Fig. 8　調査対象路線

Table  3　既存月極駐車場の利用実態（京王線）

空き駐車スペース率（％）空き駐車スペース（台）駐車可能
台数（台）

駐車場数
（箇所）駅名

休日平日休日平日

５２．９４９．４７５１７０１１，４２０５４調布
４７．２４４．９４５１４２９９５５５０西調布
４８．０４６．７４９８４８５１，０３８４２飛田給
５１．７５２．２４６９４７４９０８３１武蔵野台
４７．４４７．４３７８３７８７９８５１多磨霊園
４２．５４１．９４６１４５５１，０８５５３東府中
４８．９４５．７５８９５５０１，２０４４２府中
５１．２４６．９５０２４６０９８１４８分倍河原
５３．２４７．０７２８６４３１，３６９５２中河原
５７．２５０．５１，０２９９０８１，７９９６５聖蹟桜ヶ丘
６１．６６６．５７００７５６１，１３６４１百草園
６０．３５８．８６１４５９９１，０１８４０高幡不動

５２．３４９．９７，１７０６，８３８１３，７１１５６９全体



　その結果、Table 3をみてもわかるとおり、調布

駅から高幡不動駅１２駅周辺で合計５６９箇所１３，７１１台

の月極駐車場のうち、平日で６，８３８台（４９．９％）、休

日で７，１７０台（５２．３％）もの空き台数が確認された。

このように、郊外鉄道駅周辺の月極駐車場では平日・

休日および時間帯を問わず半数前後が空いている状

態にある。この空きスペースの効率的利用方法が確

立されればＰ＆Ｒのための駐車スペース確保の足が

かりになると考える。

　５－２　月極駐車場の有効利用システムの提案

　ここで、駅周辺部における月極駐車場に存在する

空きスペースを一時預かりの駐車需要に有効的に活

用するために月極駐車場における総駐車スペースを

一時預かりと月極とで併用するシステムを提案する。

このようなシステムを導入することによ

り、最も乗換えの可能性が高い地区にお

ける駐車スペースを確保することが可能

である。しかし、車庫証明をとった月極

利用者にとっては、必ず確保されていな

ければならないスペースが利用されてい

る可能性やたとえ駐車が可能であったと

しても駐車場所が変わってしまうなどの

不便が生じるため、なんらかの割引を行

う必要がある。

　Fig.9は月極駐車場の有効利用システ

ムの概念図を示したものである。月極駐

車場の有効利用システム（以下有効利用

システムと略称）とは、月極駐車場内に

存在する空きスペースを時間貸利用者に

開放するもので、既存駐車場の有効活用

策である。このシステムにより、Fig.9に示したよ

うに、月極駐車場経営者は時間貸駐車場としての利

益の増収が見込まれ、月極契約者は月極料金の負担

軽減が期待でき、時間貸利用者は新たな駐車スペー

ス確保による利便性が向上する。さらに、行政側は

都市交通施策としての活用が可能となり、相乗効果

が期待できる。

　実際には遊休地の一時的利用で駐車場を経営して

いる場合や車庫法の制限などもあり、このようなシ

ステムを積極的に取り入れるためには、駐車場の経

営者にとっては制約が大きいとの考え方もある。し

かし、駐車場不足が著しい地区や路上駐車車両が多

い地区あるいはＰ＆Ｒ用の駐車場確保のためには、

月極駐車場に存在する空きスペースを有効利用する

ことによるメリットは大きい。

　５－３　有効利用システムの利用者意向

　月極駐車スペースの一時預かりとの二元利用とい

った有効利用システムの導入を考えた場合、このよ

うなシステムに対して利用者がどのような意向をも

っているかは非常に重要である。そこで、月極駐車

場利用者にヒヤリング形式でアンケート調査を行い、

月極駐車場の有効利用システムに対する利用者の意

向を調べた。

　Fig.10は、アンケート調査から得られた月極駐車

場の利用者の有効利用システムに対する意向を示し

たものであるが、３４％の人が無条件で参加と回答し

たのに対し、わずか２％の人が不参加と答えている。

さらに、条件付きの参加として「専用の駐車枠を確

保できるなら参加」という回答が２９％と多く、それ
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以外にも「徒歩距離が不変なら参加」が１２％、「朝

のみ駐車スペースを固定するなら参加」が１１％、「必

ず空き駐車スペースが存在するなら参加」が１２％と

なっている。しかし、有効利用システムが導入され

ることにより、月極契約者は、個々の専用駐車スペ

ースを保有するのではなく、駐車場内の駐車スペー

スを到着順に埋めていく方式をとる必要がある。そ

こで、実際に有効利用システムを取り入れている一

民営駐車場の利用実態を詳細に分析することで、郊

外鉄道駅の路線単位に有効利用システムの適用可能

性を検討した。

　６．月極・時間貸共用駐車場の利用実態分析

　６－１　駐車場実態

　本研究で提案している駐車場経営にほぼ類似した

月極・時間貸共用の駐車場を小岩にわずかに一ヶ所

見い出すことができた。この駐車場をＡ駐車場と呼

称し、分析をした。Ａ駐車場の主な運営方法は次の

ようである。

�月極契約者には専用の固定駐車スペースを与えず、

到着順にスペースを提供することで空きスペース

を時間貸利用者に提供している。

�混雑時に備えるためにスペアキーを預かり、随時

車両の移動を可能にしている。

�月極契約者の契約目的の違いによって月極料金を

２０％割り引いている。

　Fig.11は、Ａ駐車場の平日、休日別の時間断面３０

分毎の駐車台数である。Ａ駐車場の収容台数は１１９

台である。平均の空きスペース率は、平日が１７．３％、

休日が３０．４％であり、空き台数が少ないことがわか

る。総武線沿線１４駅周辺の既存月極駐車場の平均空

きスペース率は平日が４８．６％、休日が４３．１％である

ため、有効利用システムによってＡ駐車場の運営状

況が既存の月極駐車場より空きスペースを効率的に

利用していることがわかる。また、一度も入出庫し

なかった車両が平日と休日それぞれ３１台と４５台存在

する。これ以外の８８台分と７４台分のスペースは出入

りがあり、この時間帯差・曜日差を活用して空きス
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Fig. 12　駅からの距離別空きスペース数



ペースを有効利用しようとするのがＡ駐車場の特徴

であり、現実に運営が可能であることを示している。

　６－２　Ａ駐車場の空きスペース率

　Fig.12は、小岩駅からの距離別に示した月極駐車

場の空きスペース率である。これをみると、月極駐

車場に限っていえば、駅からの距離が近い方が必ず

しも空きスペース率が低いとはいいきれないことが

わかる。さらに、Ａ駐車場を月極車両のみで空きス

ペースをみると、平日は２８．６％、休日は４３．７％であ

るが、時間貸利用者に提供することで平日１７．３％、

休日３０．４％と低い値を示している。Ａ駐車場は、駐

車スペースの有効な利用をしていることがわかる。

つまり、車庫法の取り扱いを緩和し、人手あるいは

自動での駐車管理システムを導入し、都市交通管理

レベルでＰ＆Ｒ施策を積極的に推し進められれば、Ｐ

＆Ｒのための駐車空間の創出が可能となってくる。

さらに、Ｐ＆Ｒの空き情報の提供システムが構築さ

れれば、日本型のＰ＆Ｒシステムの成立の可能性は、

非常に高くなってくるであろう。

　６－３　Ａ駐車場の利用者意識

　Ａ駐車場の月極契約者に対して、利用状況をアン

ケート調査した。その結果、Fig.13に示したように、

月極駐車場内の空きスペースを時間貸利用者に提供

するＡ駐車場の運営方法の賛否を尋ねたところ「別

にかまわない」と述べている契約者は８９．７％存在す

る。Ａ駐車場を契約する以前にこのシステムのこと

を「知っていた」と答えた契約者も８２．８％を占めて

いる。このようにＡ駐車場に対する利用者側の抵抗

も小さいことがわかる。

　７．まとめ

　本論文では、都心部の路外駐車場利用者の利用実

態とＰ＆Ｒ転換への意向調査から、Ｐ＆Ｒ利用転換の

条件を整理し、東京郊外部での転換可能性の検討を

行った。さらに、Ｐ＆Ｒ利用者ための受け皿として

の駐車スペース創出の方法論を示して、その可能性

を示した。そして、これらの結果から日本型Ｐ＆Ｒ

システムの構築の検討を行い、次のような結果を得

た。

�都心部駐車場利用者のアンケート調査から、乗り

換えないと回答しているドライバーも２５％近くい

るが、３０分程度の時間短縮が可能であれば、公共

交通機関に乗り換えてもよいと回答しているドラ

イバーが半数近くいることが判明した。

�Ｐ＆Ｒ利用の転換のための要件の解析では、６０分

以上の旅行時間を要しているドライバーは平均よ

りも高い転換可能率を示し、自宅から目的地まで

の距離が１５ｋｍ以上ある場合に転換の可能性が高

いことが判明した。

�コスト面からでの解析では、わが国における公共

交通機関の料金の高さから、乗換えのための駐車

場料金を無料もしくは低額な料金に設定しない限

り、１５ｋｍ以上の距離がある場合でないと乗り換

えた場合の費用は自動車で移動した場合より安く

ならないことが判明した。

�郊外鉄道駅周辺の駐車場調査から、鉄道駅から半

径５００ｍ以内に存在する月極駐車場の空きスペー

ス率が平均で５０％近く空いており、日本型Ｐ＆Ｒ

システム構築のために、これらのスペースを有効

活用することを検討し、その有用性を示した。

�Ａ駐車場の利用実績から月極駐車場の駐車スペー

スの有効利用を行うことは可能であり、利用者側

の抵抗は小さいことを示した。

　以上の結果から、わが国におけるＰ＆Ｒシステム

促進のためには、移動時間に６０分以上かかるドライ

バーに、都心部から１５ｋｍ以上距離のある地区で乗

換え場所を提供することで、その可能性が高まるこ

とが判明した。さらに、Ｐ＆Ｒのための駐車場とし

ての空間確保には、郊外鉄道駅周辺に存在する月極

駐車場の空きスペースを活用することで、有効なシ

ステムの構築が可能であり、都心部と郊外部の双方

を考慮したＴＤＭ施策としてのＰ＆Ｒシステムの可能

性を示した。

　しかし、Ｐ＆Ｒ利用ための駐車料金を無料にする

ためには、さらなる工夫が必要であり、Ｐ＆Ｒの利

便性をドライバーにどのように伝えるかといった課

題は今後も検討を要する。さらに、Ｐ＆Ｒシステム

を単体でなく、ＴＤＭ施策のひとつとして位置付け、

欧米のようなパッケージでの施策として実施してい

くためには、都心部での取り締まりや乗り入れ規制

等も含めた総合交通対策の検討を行っていく必要が

ある。
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Fig. 13　月極契約者へのアンケート結果
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